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第１ 審査の対象 

  平成３０年度山梨県後期高齢者医療広域連合歳入歳出決算書等 

   ・一般会計歳入歳出決算書 

   ・一般会計歳入歳出決算事項別明細書 

   ・実質収支に関する調書（一般会計） 

   ・後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算書 

   ・後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算事項別明細書 

・実質収支に関する調書（後期高齢者医療特別会計） 

・財産に関する調書 

   

 

第２ 審査の期日 

令和元年８月２６日 

 

 

第３ 審査の方法 

  審査にあたっては、歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書及び財産に関する調書が、それぞれ関係法令に準拠して調製

されているか、決算の計数に誤りはないか、予算は適正かつ効率的に執行さ

れているかなどに主眼をおき、関係諸帳簿及び証書類と照合しながら実施し

た。 

 

 

第４ 審査の結果 

  審査に付された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に

関する調書及び財産に関する調書は、いずれも関係法令に準拠して作成され

ており、その計数は、関係諸帳簿及び証書類と照合した結果、正確であると

認められた。 

また、予算は適切かつ効率的に執行されているものと認められた。 
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第５ 審査の概要 

 （１） 歳入歳出決算書及び歳入歳出決算事項別明細書  

① 一般会計  

１．決算の収支状況 

（単位：千円） 

平成30年度① 平成29年度② ①－②

Ａ 534,031 505,253 28,778

Ｂ 534,026 505,272 28,754

Ｃ 512,723 484,167 28,556

Ｄ 21,303 21,105 198

歳 入 Ｂ/Ａ 100.0% 100.0% -

歳 出 Ｃ/Ａ 96.0% 95.8% -
予 算 執 行 率

予　　算　　現　　額

歳　　入　　総　　額

歳　　出　　総　　額

歳入歳出差引額（Ｂ－Ｃ）

 平成 29 年度と比較すると歳入は、2,875 万 4 千円の増となっている。

これは、繰入金が増となったためである。 

歳出は、2,855 万 6 千円の増である。これは、総務費、民生費が増と

なったためである。 

 

２．歳入予算の執行状況 

（単位：円） 

区分
予算現額

Ａ
調定額

Ｂ
収入済額

Ｃ
不納欠損額 収入未済額

収入率
Ｃ/Ａ

分担金及び負担金 474,305,000 474,305,612 474,305,612 0 0 100.0%

財産収入 10,000 10,625 10,625 0 0 106.3%

繰入金 38,581,000 38,581,000 38,581,000 0 0 100.0%

繰越金 21,104,000 21,104,957 21,104,957 0 0 100.0%

諸収入 31,000 24,680 24,680 0 0 79.6%

計 534,031,000 534,026,874 534,026,874 0 0 100.0%
 

予算現額 5億 3,403万 1千円（当初予算 5億 8,056万 5 千円、補正予

算△4,653 万 4千円）に対し、調定額、収入済額ともに 5億 3,402万

6,874円である。 
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３．歳出予算の執行状況 

（単位：円） 

区分
予算現額

Ａ
支出済額

Ｂ
翌年度繰越額

Ｃ
不用額

Ａ－（Ｂ＋Ｃ）

執行率
Ｂ/Ａ

構成比

議会費 1,161,000 980,026 0 180,974 84.4% 0.2%

総務費 169,795,000 168,259,239 0 1,535,761 99.1% 32.8%

民生費 362,064,000 343,473,669 0 18,590,331 94.9% 67.0%

諸支出金 11,000 10,625 0 375 96.6% 0.0%

予備費 1,000,000 0 0 1,000,000 0.0% 0.0%

計 534,031,000 512,723,559 0 21,307,441 96.0% 100.0%
     

予算現額 5億 3,403万 1千円（当初予算 5億 8,056万 5 千円、補正予

算△4,653 万 4 千円）に対し、支出済額 5 億 1,272 万 3,559 円を差し

引いた予算不用額は、2,130万 7,441 円である。 

 

 

 

 

② 後期高齢者医療特別会計  

１．決算の収支状況 

（単位：千円） 

平成30年度① 平成29年度② ①－②

Ａ 103,108,573 101,536,982 1,571,591

Ｂ 103,030,508 102,135,681 894,827

Ｃ 101,145,023 101,116,458 28,565

Ｄ 1,885,485 1,019,223 866,262

歳 入 Ｂ/Ａ 99.9% 100.6% -

歳 出 Ｃ/Ａ 98.1% 99.6% -
予 算 執 行 率

予　　算　　現　　額

歳　　入　　総　　額

歳　　出　　総　　額

歳入歳出差引額（Ｂ－Ｃ）

     

平成 29年度と比較すると、歳入は、8 億 9,482 万 7 千円の増である。 

これは、市町村支出金、国庫支出金、県支出金、支払基金交付金、繰入

金が増となったためである。 

歳出は、2,856 万 5 千円の増である。これは、総務費、保険給付費、

基金積立金（保健事業等支援基金創設による）が増となったためである。 
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２．歳入予算の執行状況 

  （単位：円）

区分
予算現額

Ａ
調定額

Ｂ
収入済額

Ｃ
不納欠損額 収入未済額

収入率
Ｃ/Ａ

市町村支出金 17,102,280,000 16,934,232,177 16,934,232,177 0 0 99.0%

国庫支出金 33,962,629,000 35,350,415,466 35,350,415,466 0 0 104.1%

県支出金 8,482,219,000 8,509,112,693 8,509,112,693 0 0 100.3%

支払基金交付金 40,937,191,000 40,677,069,771 40,677,069,771 0 0 99.4%

特別高額医療費
共同事業交付金 14,000,000 29,900,458 29,900,458 0 0 213.6%

財産収入 156,000 156,651 156,651 0 0 100.4%

繰入金 1,435,365,000 343,473,669 343,473,669 0 0 23.9%

繰越金 1,019,223,000 1,019,223,091 1,019,223,091 0 0 100.0%

県財政安定化
基金借入金 1,000 0 0 0 0 0.0%

諸収入 155,509,000 178,302,545 166,924,914 846,623 10,531,008 107.3%

計 103,108,573,000 103,041,886,521 103,030,508,890 846,623 10,531,008 99.9%

  

予算現額 1,031 億 857 万 3 千円（当初予算 1,010 億 5,205 万 8 千円、補正予

算 20億 5,651万 5 千円）に対し、調定額 1,030 億 4,188万 6,521 円、収入済額

1,030 億 3,050 万 8,890 円である。不納欠損 84 万 6,623 円は医療費返納金のう

ち、高齢で財力が乏しく財産も無く、5年の債権の時効を迎えたものであり、未

収金 1,053万 1,008 円は、第三者納付金と医療費返納金の未納分である。 
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３．歳出予算の執行状況 

     （単位：円） 

区分
予算現額

Ａ
支出済額

Ｂ
翌年度繰越額

Ｃ
不用額

Ａ－（Ｂ＋Ｃ）

執行率
Ｂ/Ａ

構成比

総務費 391,002,000 371,025,669 0 19,976,331 94.9% 0.4%

保険給付費 101,451,600,000 99,519,855,652 0 1,931,744,348 98.1% 98.4%

特別高額医療費
共同事業拠出金 22,470,000 22,115,066 0 354,934 98.4% 0.0%

保健事業費 117,493,000 110,222,000 0 7,271,000 93.8% 0.1%

基金積立金 32,400,000 32,398,651 0 1,349 100.0% 0.0%

公債費 1,000,000 0 0 1,000,000 0.0% 0.0%

諸支出金 1,090,608,000 1,089,406,938 0 1,201,062 99.9% 1.1%

予備費 2,000,000 0 0 2,000,000 0.0% 0.0%

計 103,108,573,000 101,145,023,976 0 1,963,549,024 98.1% 100.0%

 予算現額 1,031 億 857 万 3 千円（当初予算 1,010 億 5,205 万 8千円、補

正予算 20 億 5,651 万 5 千円）に対し、支出済額 1,011 億 4,502 万 3,976

円を差し引いた予算不用額は、19億 6,354 万 9,024円である。 
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（２） 実質収支に関する調書  

  ① 一般会計  

                      （単位：千円） 

   

平成30年度 平成29年度

Ａ 534,031 505,253

Ｂ 534,027 505,273

Ｃ 512,724 484,168

Ｄ 21,303 21,105

Ｅ 0 0

Ｆ 21,303 21,105

Ｇ 21,105 25,873

Ｈ 198 △ 4,768

実質収支額（Ｄ－Ｅ）

前 年 度 実 質 収 支 額

単年度収支額（Ｆ－Ｇ）

予　　算　　現　　額

歳　　入　　総　　額

歳　　出　　総　　額

歳入歳出差引額（Ｂ－Ｃ）

翌年度に繰り越すべき財源

 

平成 30年度の財政収支についてみると、歳入歳出差引額は 2,130 万 3千円で

あり、実質収支額は、翌年度に繰越すべきものがないため同額となっている。 

 

② 後期高齢者医療特別会計 

                    （単位：千円） 

 

平成30年度 平成29年度

Ａ 103,108,573 101,536,982

Ｂ 103,030,509 102,135,681

Ｃ 101,145,024 101,116,458

Ｄ 1,885,485 1,019,223

Ｅ 0 0

Ｆ 1,885,485 1,019,223

Ｇ 1,019,223 2,506,962

Ｈ 866,262 -1,487,739

実質収支額（Ｄ－Ｅ）

前 年 度 実 質 収 支 額

単年度収支額（Ｆ－Ｇ）

予　　算　　現　　額

歳　　入　　総　　額

歳　　出　　総　　額

歳入歳出差引額（Ｂ－Ｃ）

翌年度に繰り越すべき財源

 

平成 30 年度の財政収支について、歳入歳出差引額は 18 億 8,548 万 5 千円で

あり、実質収支額は、翌年度に繰越すべきものがないため、同額となっている。 

 

 

 



7 

 

（３） 財産に関する調書  

   ① 物 品 

（取得金額：50 万円以上） 

区　　　　　　　　分
前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

レセプト保管用平行移動書庫一式 1 1

公会計システム（PPPver.5フルパック版） 1 1
 

  

  ② 基 金 

    １．山梨県後期高齢者医療広域連合財政調整基金 

（単位：千円） 

区　　　　　　分
前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

現　　　　　　金 125,937 △ 38,570 87,367
 

 

２．山梨県後期高齢者医療給付基金 

（単位：千円） 

区　　　　　　分
前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

現　　　　　　金 1,809,347 155 1,809,502
 

  

３．山梨県後期高齢者医療広域連合保健事業等支援基金 

（単位：千円） 

区　　　　　　分
前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

現　　　　　　金 0 32,243 32,243
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第６ 意見 

  

 一般会計及び後期高齢者医療特別会計の事務費の財源については、その多く

が市町村からの負担金によるものであるため、市町村の負担軽減を図る意味で

も、引き続き経常経費の節減に取り組まれたい。 

一方で、毎年増加の一途をたどっている高齢者の医療費については、被保険者

数の増加はしているが、平成３０年度の一人当たり医療費は０．７％の減とな

っている。しかしながら、高齢化、医療の高度化が進み、医療費の増加傾向は

続いている。 

令和元年８月の厚生労働省の調剤医療費の動向における都道府県別後発医薬

品割合によると、山梨県は平成３０年度２月（Ｈ３１.２）時点で７３．６％の

全国４４位となっており、後発薬の使用が進んでいない。前年同月と比較する

と７．０ポイント伸びており、山梨県の伸び幅が１位となっているが、国は令

和２年９月までに８０％を目標としており、更なる使用促進策を検討すると供

に、ジェネリック医薬品の使用促進など医療費の適正化や健康増進事業等を市

町村と連携しながら継続していくことにより、その抑制に努められたい。 

また、負担区分の変更等で生じた医療費の返納金については、公平・公正性を

保つ意味でも更なる取組み強化を図られたい。 

 今年４月の財務省の財政制度等審議会では、引き続き、後期高齢者の医療費

を少子化の進む中、増え続ける医療費抑制のため、自己負担額を１割から２割

に引き上げるよう提案をしている。 

政府は、１０月に予定している消費税率１０％への引き上げがほぼ確定した

ことを受け、２０２０年度の経済財政運営の基本指針「骨太の方針」で、医療・

介護を含む改革案を取りまとめる方針で調整に入っていることから、国や県、

市町村との連携を深め、社会情勢や医療費の動向を注視する中で後期高齢者に

対する適切な医療給付を行うと共に、適正かつ効率的な予算執行に一層努力さ

れたい。 

 

 

 

 

 

 


